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 1.  はじめに 
 1.1 計画策定の趣旨 

人口減少が続く後志地域は、中核都市群の小樽市や地域中心都市の倶知安町、岩内町及び余

市町の地域中心都市に人口が集中する一方で、住民の居住地が地域全体に広域に分布しており、

高齢化の進展も顕著である。また、病院や高校、商業施設などの生活関連施設も小樽市や倶知

安町、岩内町、余市町に集中しており、周辺町村からこれらの市や町への市町村間の移動が多

くなっているため、地域住民の移動手段の確保が必要である。 

一方で、当地域の公共交通は、近年、バス路線の廃止や減便、日曜・祝日の運休などが相次い

でおり、既存のバス路線の維持が難しくなっている。また、現状、JR 函館本線の長万部～小樽

間が当地域の主要な広域交通となっているが、2030（令和 12）年度末に予定されている北海道

新幹線の札幌開業により、JR 函館本線が並行在来線として JR 北海道から経営分離されること

を受けて、バスを中心とした長万部～小樽間の交通体系について検討が進められている。北海

道新幹線の札幌開業後は、地域の幹線・広域交通が劇的に変化することから、北海道新幹線の

札幌開業後を見据えた交通体系を構築していく必要がある。 

そうした中、2020（令和 2）年 11 月に、地域公共交通に関する法制度が改正され、「まちづ

くりと連携した公共交通ネットワーク形成」に加え、地域における「輸送資源の総動員」の考

えが位置付けられた「地域公共交通計画」の策定が自治体の努力義務とされた。当地域の一部

の市町村では、「地域公共交通計画」や改正前の法に基づく「地域公共交通網形成計画」が策定

され、取組が進められているが、広域にわたる幹線的な公共交通網の構築については、地域が

一体となった取組の必要性が増している。 

以上の背景を踏まえて、後志管内の全 20 市町村及び長万部町の参画の下、地域住民の生活や

地域の観光などを支える持続可能な交通体系を構築するため、地域の公共交通政策のマスター

プランとなる「北海道後志地域公共交通計画」を策定する。 
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 1.2 計画の区域 

本計画の対象区域は、後志総合振興局管内 20 市町村に、隣接する渡島総合振興局管内の長万

部町（地域の主要な広域交通である JR 函館本線の沿線町）を加えた 21 市町村とする。 

 

 

図 1-1 本計画の対象区域 

 

 1.3 計画の期間 

本計画の計画期間は、2022（令和 4）年度～2026 年（令和 8）年度の 5 年間とする。 
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 1.4 計画の構成 

本計画の構成は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 本計画の構成 

 

  

 

 
計画策定の趣旨、計画の区域、計画の期間、計画の構成 
 

 

 

 

○国の法制度・関連計画 

○北海道の上位・関連計画 

○市町村の上位・関連計画 

●計画の位置付け 
 

 
○地形・地勢 
○人口分布・推移 
○主要施設 
○観光入込動向 

 

  
■公共交通ネットワークの概況 

○鉄道 ○路線バス・高速バス 
○その他の交通資源 

 

○地域住民の移動特性・ニーズ 
○地域来訪者の移動特性・ニーズ 

 

 
○後志地域の公共交通の実態・問題点     ●後志地域の公共交通の課題 

 
●計画の基本的な方針     ●基本方針の実現に向けた目標 

１．はじめに 

２．計画の位置付け ３．後志地域の特性・現状 

４．地域の公共交通の現状 ５．地域の移動特性・ニーズ 

６．地域の公共交通の課題 

７．計画の基本的な方針・目標 

 
８．目標達成のための施策・事業 

●目標達成のための施策・事業の位置付け    ●各施策・事業の実施方針 

 
○目標達成状況のモニタリング方法 
○評価結果を踏まえた計画の見直し（PDCA サイクル） 

９．計画の達成状況の評価 



4 

 

 2.  計画の位置付け 
本章では、地域公共交通に関する国の法制度や関連計画、施策、北海道や計画対象区域の市町

村が策定している上位計画や関連計画を示し、本計画の位置付けを整理する。 

 

 2.1 国の法制度・関連計画 

地域公共交通に関わる国の法制度や関連計画は以下のとおりである。 

 

(1) 交通政策基本法 

【公布・施行】2013（平成 25）年 12 月４日公布・施行 

【目的】交通に関する施策について、基本理念やその実現を図るための基本事項を定めると

ともに、国や地方公共団体の責務等を明らかにすることにより、交通安全対策基本法と

相まって、交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、国民生活の安定向上や国民

経済の健全な発展を図ることを目的としている。 

【概要】 

○交通施策の推進に当たっての基本的認識 

・「交通」が以下を実現する機能を将来にわたって発揮できるように、国民等の交通に対

する基本的な需要が適切に充足されることが重要である。 

①国民の自立した日常生活及び社会生活の確保 

②活発な地域間交流及び国際交流 

③物資の円滑な流通 

○交通の機能の確保及び向上 

・近年の急速な少子高齢化の進展等の社会経済情勢の変化に対応し、「交通」が、「豊かな

国民生活の実現」や「国際競争力の強化」、「地域の活力の向上」に寄与するとともに、

大規模災害にも的確に対応できるようにする。 

○地方公共団体等の責務および関係者の連携・協力 

・「地方公共団体」は、交通に関して、国との適切な役割分担を踏まえて、自然的・経済

的・社会的な諸条件に応じた施策を策定し、実施する責務を有する。また、情報提供等

により、住民等の基本理念に関する理解を深めて、協力を得るよう努める。 

・「交通関連事業者及び交通施設管理者」は、その業務を適切に行うよう努め、国や地方公

共団体が実施する交通に関する施策に協力するように努める。また、業務を行うに当た

って、当該業務に係る正確かつ適切な情報の提供に努める。 

・国、地方公共団体、交通関連事業者、交通施設管理者、住民等の関係者は、基本理念の

実現に向けて、相互に連携を図りながら協力するよう努める。 

○交通政策基本計画の策定 

・政府は、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、交通施策の基本的な

方針や目標、施策等を示した「交通政策基本計画」を定めなければならない。 
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(2) 第 2 次 交通政策基本計画 

【策定】2021（令和 3）年 5 月 

【計画期間】2021（令和 3）年度～2025 年（令和 7）年度 

【目的】我が国が直面する経済社会面の大きな変化に的確に対応し、将来にわたって国民生

活の向上と我が国の発展をしっかりと支えることができる交通体系を構築していくた

め、交通政策基本法の規定に従い、基本的な方針、施策の目標、政府が総合的かつ計画

的に行うべき施策等について定めている。 

【概要】 

○我が国を取り巻く課題 

・交通政策に係る中期的な計画の策定に当たって認識する課題として、下記を挙げている。 

①人口減少・超高齢社会への対応と、「真の豊かさ」の実現 

②国際経済の中での「稼ぐ力」の維持向上と Society5.0 の実現（デジタル化・DX 推進） 

③巨大災害への備えなどによる国民の安全・安心の確保（防災・減災、国土強靱化） 

④地球環境や経済社会の持続可能性の確保（2050 年カーボンニュートラルの実現） 

⑤新型コロナウイルス感染症への対応 

○交通が直面する危機 

・交通が直面する「危機」として、下記を挙げている。 

①地域におけるモビリティ危機（需要縮小による経営悪化、人手不足等） 

②サービスの「質」の低迷（需要縮小による経営悪化・投資余力の減少等） 

③デジタル化、モビリティ革命等の遅れ 

④物流における深刻な労働力不足等 

⑤交通に係る安全・安心の課題（自然災害、老朽化、重大事故等） 

⑥運輸部門での地球温暖化対策の遅れ 

○今後の交通政策の基本的な方針と目標・施策 

・交通が直面する「危機」を乗り越えるための基本的方針として、下記の 3 つを掲げてい

る。 

基本的方針 A．誰もが、より快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠な交通の維持・

確保 

基本的方針 B．我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネットワーク・

サービスへの強化 

基本的方針 C．災害や疫病、事故など異常時にこそ、安全・安心が徹底的に確保された、

持続可能でグリーンな交通の実現 

・上記の基本的方針における目標と実現のための施策を示しており、地域公共交通に関し

ては、特に「基本的方針 A．誰もが、より快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠

な交通の維持・確保」に対して、下記の目標・施策が示されている。 

目標①地域が自らデザインする、持続可能で、多様かつ質の高いモビリティの実現 

⇒施策：地域公共交通の維持確保の取組、新型コロナの影響を踏まえた支援、MaaS

の全国での実装、多様なニーズに応えるタクシー運賃、等 

目標②まちづくりと連携した地域構造のコンパクト・プラス・ネットワーク化の推進 
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⇒施策：まちづくりと公共交通の連携強化、徒歩・自転車も含めた交通のベストミ

ックス実現、等 

目標③交通インフラ等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化の推進 

⇒施策：バリアフリー整備目標の実現、「心のバリアフリー」の強化、等 

目標④観光やビジネスの交流拡大に向けた環境整備 

⇒施策：地域での快適な移動環境整備、移動そのものの観光資源化、等 

 

(3) 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

【改正・施行】2020（令和 2）年 6 月 3 日一部改正・同年 11 月 27 日施行 

【目的】地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資するよう地域公共交通の活性化

及び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を推進し、もって個性豊かで

活力に満ちた地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

【概要】 

○地域が自らデザインする地域の交通 

・地方公共団体による「地域公共交通計画」（マスタープラン）の作成を努力義務化 

⇒国が予算・ノウハウ面の支援を行うことで、地域における取組を更に促進 

・従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客運送、福祉輸

送、スクールバス等）も計画に位置付け 

⇒バス・タクシー等の公共交通機関をフル活用した上で、地域の移動ニーズにきめ細や

かに対応（情報基盤の整備・活用やキャッシュレス化の推進にも配慮） 

・定量的な目標（利用者数、収支等）の設定、毎年度の評価等 

⇒データに基づく PDCA を強化 

○地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実 

・輸送資源の総動員による移動手段の確保 

⇒路線バス等の維持が困難と見込まれる際

に、地方公共団体が関係者と協議してサ

ービス継続のための実施方針を策定し、

従前の路線バス等に代わる地域に最適な

旅客運送サービス（右図のメニュー例）

の継続を実現 

⇒過疎地等で市町村等が行う自家用有償旅

客運送について、バス・タクシー事業者

が運行管理、車両整備管理で協力する制度を創設し、運送の安全性を向上させつつ、

実施を円滑化 

地域住民のみならず観光客を含む来訪者も対象として明確化し、インバウンドを含む

観光ニーズへも対応 

⇒鉄道や乗合バス等における貨客混載を行う「貨客運送効率化事業」を創設し、旅客・

貨物運送サービスの生産性向上を促進 

・既存の公共交通サービスの改善の徹底 


